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従業員が認知症になった

ときの若年性認知症 

コーディネーターへの 

相談・サポート依頼 

 

◆従業員が認知症になったら

… 

60 歳未満で認知症を発症

した場合を若年性認知症とい

い、その多くは 50歳代で発症

するようです。従業員が認知

症を発症した場合、会社はど

う対応してよいか苦慮するこ

ともあるようですが、環境を

整えることで働き続けること

が可能になります。 

その際、相談に乗り、サポ

ートしてくれるのが若年性認

知症コーディネーターです。 

◆職場の負担軽減、本人の就

労継続につながる 

若年性認知症コーディネー

ターは、医療関係者や障害者

就労支援関係者、治療と仕事

の両立支援関係者、行政等の

支援機関などの支援の専門家

と連携体制を構築し、職場（上

司・同僚・産業医など）と本

人（・家族）からの相談に中

立的に応じ、サポートしてく

れます。 

具体的には、医療機関の受

診への同行、状況に応じた適

切な制度やサービスの情報

提供、手続きのサポートなど

です。従業員が認知症かもし

れない、どのような業務が安

全にできるのか？ 対応方

法、接し方がわからない、と

いった企業からの悩み・相談

にも対応してくれます。支援

コーディネーターの活用は、

職場の負担軽減、本人の就労

継続につながるのです。 

なお、コーディネーター

は、国の認知症施策の中で全

国に配置が進められ、都道府

県などから委託を受け、無料

で支援業務を行っています。

匿名での相談にも対応して

くれますし、また、認知症か

な？と疑われる時期から相

談にのってくれます。 

まずは＜若年性認知症コ

ールセンター＞ 0800-100-

2707(通話無料）に相談して

みてください。 

 

◆就労継続や経済面で利用

可能な制度・サービス 

従業員本人は、精神障害者

保健福祉手帳の取得、傷病手

当金、自立支援、医療、障害年

金の受給等が考えられます。

会社は、障害者雇用枠での雇

用や助成金の活用を検討しま

す。 

 

【厚生労働省「若年性認知症の

従業員とともに働く（企業向

け）」】 

https://y-

ninchisyotel.net/wp-

content/uploads/coordinator2

020.pdf 

東京都がカスハラ防止の

ための団体共通マニュア

ルを公表しています 

 

◆カスハラ問題に対処する新

たなマニュアル 

東京都が「カスタマー・ハラ

スメント防止のための各団体

共通マニュアル（業界マニュ

アル作成のための手引）」を公

表しました。これは、各業界団

体において、その業界独自の

マニュアルを作成する場合に

盛り込むべき共通事項および

作成上のポイントをまとめた

ものです。都内の事業者以外

にも参考となる内容ですの

で、ご紹介します。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆主な内容 

① 総論：マニュアルづくりに

必要な基本事項として、基本

方針やカスハラの定義を定

めるとともに、業界で見られ

る迷惑行為、業界特有の事

情・背景を盛り込みます。そ

のために、アンケート調査等

を行うのも効果的です。 

② 未然防止：カスハラの未然

防止が最も大切です。そのた

めにも、顧客との良好な関係

づくりについての啓発、相談

体制の整備、クレームへの初

期対応の検討、教育・研修の

実施などに取り組むことを

挙げています。 

③ 発生時の対応：カスハラの

判断基準をつくり、あらゆる

場面に備えます。場面別の対

応方針や、顧客対応の中止、

警察との連携について検討

します。 

④ 発生後の対応：カスハラを

受けた方のケアを最優先し、

再発防止に取り組みます。組

織として対応することが重

要です。顧客等の出入禁止に

ついても方針を定めます。 

⑤ 企業間取引：企業間取引を

背景としたカスハラにも要

注意です。社員がカスハラの

被害者・加害者となる可能性

を念頭に、企業間で連携して

対処することが必要です。 

 

このマニュアルには、上記に

ついての具体的手法のほか、取

組状況の確認に使えるチェッ

クシート等も掲載されていま

す。東京都のウェブサイト「Ｔ

ＯＫＹＯはたらくネット」

からダウンロード可能で

す。詳細については、以下の

ホームページをご参照くだ

さい。 

 

【東京都「カスタマー・ハラ

スメント防止のための各団

体共通マニュアル」】 

https://www.hataraku.metr

o.tokyo.lg.jp/plan/kasuha

ramanual/index.html 

 

4 月の税務と労務の手続

期限［提出先・納付先］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格

取得届の提出＜前月以

降に採用した労働者が

いる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

15 日 

○ 給与支払報告に係る給

与所得者異動届出書の

提出［市区町村］ 

30 日 

○ 預金管理状況報告の提

出［労働基準監督署］ 

○ 労働者死傷病報告の提

出＜休業４日未満、１月

～３月分＞［労働基準監

督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報

告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

～当事務所より一言～ 

桜は綺麗で好きなんです

けど、家から見える桜さん

達が近隣の開発で今年で

見納めとなるとのこと😢

この地に来て 20 年以上毎

年楽しみにしてたのでと

ても残念です。桜さん達あ

りがとう！感謝しかあり

ません。どこかに移植して

くれたらいいのにと願う

ばかりです（祈）     

       

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者で

ない場合）＜雇入れ・離

職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 公益法人等の法人住民税

均等割の申告納付［都道

府県・市町村］ 

○ 固定資産税・都市計画税

の納付＜第 1 期＞［郵便

局または銀行］ 

※都・市町村によっては

異なる月の場合がある。 

 

・土地価格等縦覧帳簿・家屋

価格等縦覧帳簿の縦覧期

間 

（4 月 1 日から 20 日または

第 1 期目の納期限までの

いずれか遅い日以降の日

までの期間） 


